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論文
マッチング市場における多種類の技能の取得について＊
野 坂 博
?
要旨
本稿では、労働者などの経済主体が企業などと出会い経済活動を行う前に複数の種類
の技能を取得するモデルを考察し、均衡で選択される技能水準の効率性について分析を
行った。最初に、経済主体が複数種類の技能取得をする場合、技能の種類が一種類の場
合とは異なり均衡解の条件は極めて複雑となることを指摘する。次に、効用関数が弱分
離型である場合を考察した。このときは複数の種類の技能が一つの指標として集計可能
であり、その指標に基づいて雇用の組み合わせが決まる場合は効率的な技能取得が達成
されることを示す。
キーワード：マッチング；事前の投資；弱分離型効用関数
経済学文献季報分類番号： 02-21 : 02-32 
1. はじめに
二つの経済主体が出会うことからはじまる経済活動や社会活動は数多く存在する。例えば、
企業と労働者の関係を考えると、企業の生産活動にとっては労働サービスが必要であるが、
そのためには企業にとって望ましい労働者を雇用する必要がある。また、結婚生活などの社
会的活動でも、独身の男女は自分にとって理想的な結婚相手を探し結婚する。標準的な経済
学では出会いの場として市場が考えられ、賃金などの価格が適切な資源配分や組み合わせを
導くと考えられている。しかしながら、現実の経済では、労働者と企業は個別に出会って取
引を行うため、市場全体で通用する賃金が存在しない場合が多い。その場合には、個々の労
働者と企業は自分にとって最も望ましい雇用相手を探し、賃金は企業と労働者の交渉の結果
決定される。
本稿では、こうした経済において、労働者や企業などの経済主体が雇用相手に出会う前に
技能や技術を取得する問題を考察の対象とする。個人は企業と出会う前に教育や訓練を受け
ー
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るが、こうして技能を取得することで就職後の生産性上昇や所得向上が期待できる。このと
き問題になるのは、技能取得に適切な動機づけが与えられず、技能取得が非効率な水準にと
どまってしまう可能性である。というのは、労働者の技能取得の収益は自己の将来所得の上
昇に結び付くが、同時に雇用した企業の利潤も高めるからである。この結果、技能を取得す
る段階では、将来の雇用相手である企業に対し利益に見合った費用負担をさせる契約を結ぶ
ことができないため、投資利益のかなりの部分が労働者自身に還元されなくなり、労働者の
技能取得の誘因が減少し投資が過少になることがある。
Peters and Siow (2002)は、この点に関して経済主体の出会いの場における競争効果が
こうした非効率性を解消する可能性を示した 1)。 数多くの経済主体が参加する経済の場合
(large economies)、技能取得は自分の所得を増加させる効果のほかに、自分が出会いの場
でより魅力的になるので、より望ましい相手と雇用関係を持てるという追加的な便益をもた
らす。例えば、労働者は教育を受け自分の生産性を上げると、将来、高い技術や高性能設備
を装備した企業に雇用されるため、労働者の生産性と所得はさらに高まる。この追加的な便
益は技能取得を促進する役割を果たし、 Petersand Siow (2002)はこの効果のために効率的
な資源配分が達成されることを示した。本稿ではこうした効果を競争効果と呼ぶことにする。
また、 Petersand Siow (2002)の分析では出会いの場における労働者と企業の組み合わ
せを対応関数 (returnfunction)という関数 gで表現した（論文では結婚市場における男性
と女性の例で分析が展開されている）。すなわち、技能水準 Xをもった労働者は、均衡では
g(x)の技術水準をもった企業に雇用されることを関数で表現した。もちろん、こうした組
み合わせは経済の均衡で決まるため対応関数自体は内生的に決定されるが、このような対応
関係の存在により、多くの投資を行い技能 Xを上げれば高い技術 (g(x))を持つ企業と巡
り合えることが期待でき、技能取得に対する追加的な動機づけとなっている。
こうした一連の研究は、確かに出会いの場における経済主体間の競争の重要性を示したが
取得する技能の種類は一つである場合が多い。しかしながら、現実の労働者や未婚の男女な
どは様々なタイプの技能や技術を取得している。例えば、結婚前の男女を考えてみると、彼
らは計算能力といった技能から料理の技能、教養知識まで、結婚前に様々な種類の技能を獲
得している。
本稿で考察する主題はこうした多種類の技能を取得する際の均衡解の導出についてであ
る。まず、 Petersand Siow (2002)による対応関数をベクトルに拡張した均衡では技能取得
の均衡条件が極めて複雑で均衡の性質を分析するのに不向きであることを指摘する。次に、
効用関数が弱分離型の場合、均衡に関して追加的な制約を導入することで簡単に均衡解が導
出可能であり、また、その経済均衡は効率的な資源配分を達成することを示す。
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技能の種類が複数ある場合には Petersand Siow (2002)の議論の援用では均衡解の条件
が非常に複雑になる。彼らの議論は、上記の対応関数に表われている通り、労働者の技能水
準（上記の x)と企業の技術水準（上記のg(x))が一対一の対応関係にある。しかしながら、
複数種類の技能がある場合、ある特定の複数の技能の束（ベクトル）を持った労働者が、ど
のような複数の技術の束（ベクトル）をもった企業と雇用関係を持つかを考える必要がある。
つまり、対応関数はベクトルからベクトルヘといった対応であり問題は複雑化する。
そこで、本稿では効用関数を弱分離型に限定し、労働者と企業は一つの指標（後述する魅
力度）をもとに雇用相手を決定する経済を考えた。そして、そのような条件下では均衡が比
較的容易に導出できることを示し、その均衡が効率的であることを示した。もし雇用相手の
技能が効用関数の中で分離可能であるときは、雇用相手の複数の技能の束（ベクトル）が一
つの集計された指標で表現することができる。この指標を本稿では魅力度と呼んでいる。さ
らに、労働者と企業が（個々の技能ではなく）魅力度をもとに雇用相手を決める状況を考察
すると、均衡の導出には魅力度に関する対応関数を決定すれば十分であり問題は極めて単純
化される。また、経済均衡は効率的になることも示すことができる。総合的な魅力度をもと
に雇用相手を決定する方法は現実面でも自然であるため、現実経済の効率性分析に対しても
示唆に富む結果であると言える。
こうした分析は、雇用相手を決定する前に行う技能取得を分析した既存の文献と大きく関
連している。まず、結婚モデルなどをはじめ、事前の教育投資とその後のマッチングの効率
性を扱った文献を多数挙げることができる (Coleet. al. 2001a, b ; Felli and Roberts 2000 ; 
Peters and Siow 2002 ; Chiappori et. al. 2006 ; lyigun and Walsh 2007 ; Nosaka 2007)。こ
れらの文献では、経済均衡の効率性を分析しており、効率的な均衡、非効率な均衡が発生す
る可能性を指摘した。本稿で利用する競争効果はこれらの研究で利用されている効果と同一
のものである。また、サーチ理論では、パートナーを探すのに時間がかかる場合を想定して
いるが、この分野での研究とも深く関連している (Acemogluand Shimer 1999 ; Menzo and 
Shi 2009 ; Shi 2009)。特に Acemogluand Shimer (1999)ではマッチングの前に技能取得が
行われるモデルを考察しているが、モデルの均衡が効率的であることが示されている。また、
Shi (2009)では雇用相手を探す場所が自分が受ける便益によって異なるモデルを分析してお
り、本稿における魅力度によって雇用相手を決定する分析と類似している。本稿と最も密接
に関連しているのは Ishidaand Nosaka (2007)であるが、そこでは結婚モデルで複数の技
能（市場労働と家事の技能）を一つの魅力度としてまとめ、それに基づいて男女がパートナー
を決めるモデルを構築している。本稿は彼らのモデルの一般化を試みたものであるというこ
とができる。最後に前述の魅力度という指標は技能の需要と供給を調整するという点で市場
?
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価格の役割に類似しているが、その意味で Rosen(1974)のヘドニックアプローチにおける
価格と同様な機能を有している。このアプローチでは、更に多様な種類の性質を持った財を
扱った均衡解の効率性に関する分析も行われた (Ekelandet. al. 2004 ; Ekeland 2005, 2010, 
Chiappari et. al. 2010)。しかしながら、ヘドニックアプローチでは、価格を通じて効用のや
りとりが可能な譲渡可能効用 (transferableutility)の場合を想定している。一方、本稿では、
そのような取引が不可能 (non-transferableutility)でお互いの特徴をもとに金銭的なやり取
りなしに直接相手とマッチするモデルを対象としており、そのため異なるアプローチが必要
となる。
本稿の構成は以下のようになっている。まず次節ではモデルの仮定の概要を示し、第三節
では効率的な技能取得の条件を示す。第四節では均衡の技能取得の条件を示し、その問題の
複雑性を指摘する。第五節では、効用関数が弱分離型の場合を仮定し、魅力度という単一の
指標による対応関係を考える。その結果、均衡条件が単純化され、こうした対応のもとでは
効率的な技能取得が行われることを示す。第六節では簡単な例を示し、第七節で本稿を総括
し考えられるモデルの拡張を検討する。
2. モデル
2-1. モデルの概要
モデルの仮定は Petersand Siow (2002)と同様のモデルを仮定するが複数の種類の技能
が存在することが異なっている。また、本稿では企業と労働者という二つのグループが雇
用相手を決定するという例でモデルを展開する（一つの企業は一人の労働者を雇用すると仮
定）。二期間モデルを想定し、第一期目に労働者は技能を高める人的資本への投資を行い、
企業は生産性を高める技術投資を行う。一方、第二期目には一人の労働者と一つの企業が雇
用関係を持ち生産を行う。この場合の労働者と企業の組み合わせは、どのようなペアの労働
者と企業も均衡のペアを解消して他のペアのパートナーと雇用関係を結びなおす誘因を持た
ない組み合わせを想定する。また、企業数と労働者数が異なるため扉用関係を持てない経済
主体も存在する。雇用関係を持てなかった場合は単独で生産活動を行うことになる。
連続体 (continuum)の労働者と企業を仮定し、その人口規模 (measure)をそれぞれmと
Mとし、それらは外生的に決まっている。以下では、小文字の変数が労働者、大文字の変
数が企業を表す変数として表記する。本稿では労働者の数が企業数より大きい場合を考える
ため、 m>Mと仮定する叫
本稿では、異質な能力を持つ労働者や企業を仮定し、労働者の能力水準を x、企業の能
?
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力水準をXと呼ぶ。能力の分布を定義するため、能力の水準が X とXの水準以上の労働者
規模、企業規模をそれぞれf(x)、F(x)と呼ぶ（能力分布は外生変数）。 fとFの分布の
定義域をそれぞれ［ざふ］、［ふX]とする 3)。 記号表記を簡単にするため、一般性を失わ
ずに x~どの範囲において f(x)= F(x)となるように関数と変数を変換する。
労働者の効用や企業の利潤は譲渡可能でないと仮定する (non-transferableutility model)。
効用が譲渡可能でない経済の場合、数多くの効率的な資源配分が存在することが知られてい
るが、本稿では高い能力の労働者が高い能力の企業と雇用関係を結ぶ（低い能力の労働者が
低い能力の企業と雇用関係を結ぶ）という組み合わせを考察する。また、こうした組み合わ
せは能力に関する PositiveAssortative Mating (以下では PAMと略記することとする）と
呼ばれる。本稿の基準化されたモデルでは、能力に関する PAMは雇用関係を結ぶ労働者
と企業の能力が均衡では等しいことを意味し均衡のペアでは x=Xとなる。
2-2. 投資と生産活動
労働者と企業は第一期に投資を行った後に、第二期に仕事のパートナーを決定し雇用関係
を結び所得や利益などを得る。投資の結果、労働者は技能 h、企業は技術Hを取得する。
特に混乱する可能性がない限り、本稿では hとHの双方とも技能と呼ぶことにする。こう
した技能は労働者、企業とも n種類あるため、 hとHはそれぞれ h= (h1,h2, …, h,)'及
びH=(HpH2, …, H,)' とn種類の技能からなっているとする 4)。
一期目に技能への投資を行うがその投資費用を労働者が c(h,x)、企業が C(H,X)と仮
定する。一方、二期目に生産活動を行うが、これらの便益を労働者は q(h,H,x)、企業は
Q(H,h,X)と表すことにする。また、投資費用も含めた経済主体の便益を労働者及び企業
でそれぞれ v及び V表し、以下のように定義する。
v(h,H,x) = q(h,H,x)-c(h,x) 
V(H,h,X) = Q(H,h,X)-C(H,X). 
本稿ではこれらの V とVを特に混乱を生じない限りそれぞれ労働者と企業の効用関数と
呼ぶことにする。
以下では、投資費用や便益ではなく効用関数の特徴に関しての仮定を設ける。一つ注意す
べき点は、労働者と企業が雇用相手を見つける時点は投資費用を支払った後であり、雇用相
手の選考基準は便益 q(h,H,x)及びQ(_H,h,X)に基づいて決定されることである。しかし
ながら、投資費用 c(h,x)及びC(H,X)にパートナーの技能水準が入っていないことから、
パートナーの選択に関する限り、便益 (qとQ)を基準に雇用相手を選別することと効用
?
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(VとV)を基準に雇用相手を選別することは同値であり、効用関数のみで以下の議論を進
めても一般性を失わないことがわかる。また、均衡で PositiveAssortative Matingとなる
ことを保証するため、効用関数は全ての要素に関して強い意味の増加関数とし、強い意味の
凹関数を仮定する。加えて連続二次微分可能であることと全ての交差偏微係数が正であるこ
とも仮定する。
最後に企業や労働者はパートナーと雇用関係をもたずに単独で生産活動を行う場合の仮定
を設ける。このときに達成できる効用水準をリとし、この水準は労働者と企業の能力とは
関係なく一定であると仮定する 5)。
3. 効率的な技能取得
上記の仮定により経済の均衡では能力に関して PAMとなるが、まず、こうした組み合
わせの下で効率的な投資水準を導出し次節の均衡分析の基準とする。前節での労働者と企業
の分布に関する仮定から、能力に関する PAMの結果、同じ能力の労働者と企業が雇用関
係を結ぶことになる。その結果、均衡では、
x=X (1) 
となる。よって、パレート効率的な資源配分は同じ能力のペアの便益の加重平均が最大にな
るような投資水準となる。具体的には、 aを任意の正の定数として以下の加重平均を最大
化する投資量である。
v(h,H,x) + aV(H,h,x), (2) 
内点解を仮定すると、一階の条件が最大化の必要条件となり、 X2: J'.: となるそれぞれの
Xについて以下の条件が必要となる。
av/ ah, av/ ahn av/ aH, 
= .= = = 
a VI ah, a VI a hn a VI a H, 
ov/oHn 
＝ 
oV/oHn 
(3) 
上記から二人のペアの限界代替率が全ての技能で等しくなることが最適化のために必要で
あることがわかる。次に経済の均衡条件を検討する。
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4. 経済の均衡（分離均衡）
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4-1. 労働者と企業の組み合わせ
本稿における多種類の技能取得モデルでは、第一節で説明した対応関数はベクトルの関数
として定義される。具体的には、対応関数r: R" HRn及びR: Rn HRnを導入し以下
のような対応関係を想定する。
h = r(H), H = R(h). (4) 
ここでは、 r(H)とR(h)は双方ともベクトルであり、これらベクトルの第 i要素はそれ
ぞれr;(H)及びR;(h)と表すことにする叫この対応関数の意味は、もし仮に労働者が h
の技能を取得すれば、均衡では H= R(h)という技能水準の企業と雇用関係を持つことが
期待できるという意味である。また、本稿では異なる技能水準の労働者と企業は必ず異なる
技能の相手と雇用関係をもつ均衡（分離均衡）に焦点を絞って分析を進める。そのため、 h 
とHの二つの関数とも一対一の対応関係をもった関数として表現できる。よって、対応関
数を二回利用することによって次の関係式を得る。
h = r(R(h))、H=R(r(H)) (5) 
本稿では rとRの二つの対応関数とも上記の条件を満たす関数に限って分析を進める。
さらに、対応関数は強い意味の増加関数であり、連続微分可能であると仮定する。
4-2. 均衡
対応関数を使うと経済主体の最適な技能水準は以下の最大化問題の解となる。
労働者の問題： max v(h,R(h),x)、
h 
企業の問題： max V(r(H),H,x)。
H 
(6) 
(7) 
能力の高い経済主体は投資からより多くの便益を得ることができること、及び他人の投
資水準が便益を増加させることから、高い能力をもった経済主体はより多くの投資を行う
ことがわかる。また、仮定により、 PAMの均衡では同じ能力の労働者と企業が雇用関係に
入ることとなる。均衡における能力 (x、X)と技能 (hとH)の間の関係を、労働者は
h(x)、企業はH(X)と表すことにしよう。もちろん、こうした関係は経済の均衡で内生
的に決定される。
?
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最後に、雇用関係に入ることと単独で生産することが無差別である限界的な労働者の条件
を導出する。労働者の人口規模が企業よりも多いという仮定により、一部の労働者は企業と
は雇用関係に入れない。均衡では能力の高い労働者や企業ほど高い投資水準なので、ある一
定水準以下の能力の労働者はマッチできないことになる。労働者は同じ能力の企業に雇用さ
れ、一番能力の低い企業の能力がよであることから、企業に雇用される限界的な労働者の
能力は¥となる。
能力水準がよである労働者は雇用された場合と単独で生産した場合の便益が等しくな
る。なぜなら、もし雇用された場合の便益が高いと、能力水準が¥に近い労働者は全員が
雇用されるまでの投資（ここでは h(ぎ））を行い、その結果、労働者数が雇用する企業数よ
りも多くなるからである。一方、数が少ない企業は、労働者の場合とは異なり、労働者を雇
用した場合の便益が単独で生産する場合よりも大きいだけで十分である。これらより以下の
条件を得る。
Y. = v(h(ぷ），H(ぷ），ぷ）
fl< V(H(ぷ），h(ぷ），X)
(8) 
(9) 
こうした条件により経済の均衡を以下のようにまとめることができる。
定義 1(均衡）分離均衡は以下の条件を満たす能力別の投資水準 (h(x),H(X))及び対応関
数 (R(h),r(H))により表現される。
1 . 能力別の投資水準h(x)とH(X)は式 (6)、(7)の最大化条件の解であり、式 (8)、(9)
の端点条件を満たす。
2. 対応関数 R(h)とr(H)は強い意味の増加関数であり式 (5)の定義式を満たす。
3. xzXの労働者は同じ能力水準の企業に雇用されるが、 Xくざの労働者は単独で生産
活動を行う。
4-3. 均衡条件
次に、均衡の特徴についてみてみよう。最大化問題（式6と7)の一階の条件を計算する
と以下の条件を得る。
av n 8v 8R. av navarj 
ah. +I 8H 8h. =0、 十こ―- = 0 (i = 1,…，n) }=I a Hi J='ah1 aH, (10) 
更に、対応関数の性質（式5)を全ての技能水準で満たす必要があるから、これを各技能
で偏微分すると以下のようにまとめられ、これが対応関数に対する制約条件になる。
?
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(11) 
ここで、 Inはn次の単位行列である。
よって、対応関数は偏微分方程式（式10と11)と端点条件（式8と9)を同時に満たす必要
がある。こうした偏微分方程式を一般に解くことは容易ではなく、そのため解の性質など経
済分析に必要な要素の多くは得られない。
5. 弱分離型の効用関数と効率性
操作可能な経済均衡を考えるためにはより多くの制約が必要となる。そこで、本稿では弱
分離型の効用関数を導入する。その結果、技能の束（ベクトル）が集計された一つの指標と
して表わされることを示し、もしその指標を下に労働者と企業が雇用相手を見つける場合、
解は比較的簡単に特徴づけることが可能であることを示す。また、この均衡では効率的な技
能取得が行われることがわかる。
まず、弱分離型の効用関数を導入するため以下の関数型を仮定する。
v = v(h,a(H),x) 
V = V(H,A(h),X) 
(16) 
(17) 
ここで aあるいはAはn次元の技能のベクトルを単一の指標に変換する関数である（す
なわち、 a:Rn←➔ R 、 A:R"~R) 。
上記の効用関数から分かるように、様々な技能を aあるいはAという単一の指標にまと
めることができる。この指標は多様な種類の技能を集計したもの、あるいは様々な技能の合
成財と考えることができる。ここで注意すべきは、経済主体の技能が雇用相手の効用関数の
中で aあるいはAとして集計されている点であり、労働者は aの高い企業を好む（企業は
Aの高い労働者を好む）ことである。そのような意味で aあるいはAという指標は、それ
ぞれ企業あるいは労働者の「魅力度」を表しており、以下ではこうした指標を魅力度と表す
ことにする。
多様な技能が魅力度という一つの指標で表わされる場合、この魅力度という指標を下に雇
用相手を探すという考え方は自然である。その場合には、均衡における安定的な組み合わせ
は、個々の経済主体の魅力度に応じて決まる。この点を具体的に労働者の場合で考えると、
，?
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企業にとって魅力度 A(h)の高い技能 hをもつ労働者は、より魅力的な企業（すなわち高
い水準の魅力度 aをもった企業）と雇用関係を結ぶと期待できる。したがって、技能 hと
技術Hの組み合わせで考えるよりは、魅力度 aとAの対応関係で考えるのが自然である。
均衡の組み合わせが魅力度をもとに行われると可能な対応関数の範囲は制限されるが、そ
の結果、対応関数は比較的簡単な関係に直すことができる。この点を明らかにするため、
hの技能を持つ労働者が雇用相手の企業 R(h)から期待できる便益を魅力度を使って以下
のように a(h)として表記する（企業のA(H)についても解釈は同様である）。
a(h) = a(R(h)) 
A(H) = A(r(H)) 
(18) 
(19) 
次に魅力度に応じた安定的な組み合わせを考える。具体的には対応関数に以下のような制
約を課すこととする。
仮定1(魅力度に基づく組み合わせ）
1) A(h') > A(h)のとき、またそのときにのみ a(h')> a(h)。
2) A(h') = A(h)のとき、またそのときにのみ a(h')= a(h)。
仮定1は、単一の魅力度という指標に応じた安定的な組み合わせを表現したものである。
この場合、もし h'の技能水準の労働者が hの労働者よりも企業にとって好ましい場合（す
なわちA(h')> A(h)の場合）、 h'の労働者は hの労働者よりもより望ましい企業と雇用関
係を結ぶはずである。すなわち、技能と技術の対応関数をH'=R(h')、H= R(h)とすると、
a(H') > a(H)となる。仮定1はそのような魅力度に基づいた安定的な組み合わせを表し
ている。
仮定lのもとで次の補題が成り立つ。
補題1 分離均衡の下で仮定lが成立する場合、 a(h)= z(A(h))を満たす強い意味の単調
増加関数zが存在する。
（証明）可能な hの下でとりうる (A,a)の組み合わせの集合をQ とすると、 Q上では任意
の5に対して唯一の値の Aのみが存在することは仮定1より明らかである。よって関数
(z: R日 R)が存在する。この関数が強い意味の増加関数であるという点をみるため、反
対に強い意味の単調増加関数ではないと仮定してみる。そのとき、ある二つの技能 hとh'
が存在し、 A(h')>A(h)でかっ a(h'):;a(h)となる。しかしながら、これは仮定lに反す
10 
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るので矛盾する。（証明終）
補題は、魅力度 A(h)の高い労働者ほど、魅力度 a(H)の高い企業と雇用関係を結ぶこと
を意味する（雇用関係にあるから Hとhは H= R(h)を満たす）。したがって、均衡にお
いては魅力度に関しての PAMが成立することを意味する。以下では関数zを魅力度に関す
る対応関数と呼び、この関数の連続微分可能性を仮定する。
魅力度に関する対応関数は労働者の技能 hが自身の効用にどのように影響を与えるかを
測ったものである。よって、この関数のもとで労働者の効用関数は以下のようになる。
v = v(h,z(A(h)),x) (20) 
企業に関しても魅力度に関する対応関数は定義できる。関数 zの逆関数を利用すると、
A(h) = z―'(a(R(h)))となるが、これを企業の技術Hで表記し直すと以下のようになる。
A(H) = A(r(H)) = z―'(a(H)) 
この関数を利用すれば、企業の効用関数も自身の技術水準の関数として表わすことができる。
V= V(H,z―l(a(H)),X) (21) 
式 (20)と(21)よりわかる通り、魅力度に関する対応関数を利用すると、雇用相手の技能
は魅力度を通して効用に影響を与えるため、最適化の条件は容易になる。内点解を仮定する
と、最適化のための一階の条件より以下が導出できる。
8v 8v 8A —+―z'(A)― =0 、
8h; 8a 8h; 
av av 1 aa 
+――=0 
8H; 8A z'(A) aH; 
(i = 1, . ,n) 
これらの一階の条件を整理すると、全ての iに対して以下の条件が成立する。
-z'(A) 
a VI a a a VI ah; (a VI a a)(a a I a H.) 
＝＝
a VI a A (a VI a A)(a A I a hi) a VI a Hi 
(22) 
(23) 
ここで一番左の項は技能の種類に依存しない数であるから、式 (23)の値は全ての技能の
種類で同一であり、その結果、効率性の条件（式3)が成立し、均衡が効率的であることが
わかる 7)。命題1はこれらの結果をまとめたものである（証明は省略）。
命題1(効率性） 分離可能な効用関数と仮定lの下では分離均衡の技能水準は効率的となる。
11 
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最後に、この命題と先ほどの補題は、均衡の特徴を表しているだけではなく、効率的な均
衡を導出する方法も示している。一般の均衡解は式 (10)、(11)に表される連立偏微分方程
式で表される。また、効率的な資源配分を求めるためにも式 (3)の連立偏微分方程式を解く
必要がある。一方、魅力度という指標を利用した均衡解の導出方法では、 z(A)に関する単
ーの常微分方程式を解けばよいことがわかり Petersand Siow (2002)の手法が利用できる。
この点を示すため次節では具体的な例を用いて均衡解を導出する。
6. 効率的な技能取得の具体例
以下では効用関数を特定して均衡を導く方法を考えてみる。技能の種類が二種類 (n= 2) 
である以下の効用関数を考えてみよう 8)。
1 
v(h,H,x) = H1 + H2ェ（虹+(h2)2)、
V(H,h,X) = h1+ h仁点（叩+(H2)2)。 (24) 
また、労働者、企業が独自に生産活動を行う場合の効用は同一であると仮定しよう (!:f.=旦）。
上記の効用関数は弱分離型なので魅力度の指標に基づく労働者と企業の組み合わせを考え
ることができる。そのため、雇用相手の技能の項をまとめて指標化する必要があるが、もっ
とも簡単な指標として以下のような魅力度を考える。
a(H)=凡+H2
A(h) = h1+ h2 
この魅力度を前提にすると効用関数は次のように書きなおすことができる。
v(h,H,x) = a(H) — t(釘+(h2)2)、
V(H,h,X) = A(h)一丘（叩+(H2)2)。
式 (22)で表わされる最適化のための一階の条件は
z'(A) 1 h h 2 X X = = = = 
X X HI H2 
この条件と式 (25)及び (26)より以下の関係が導かれる。
12 
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(29) 
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A a 
h1 =h2万,H1=H2万,Aa = 4x2 (30) 
式 (29)、(30)より、魅力度に関する対応関数は下記の微分方程式を満たすことがわかる。
z'(A)~(古r (31) 
この微分方程式は a を任意の定数として以下の解を有する。
l 3 3 
が=z(A)弓＝が+a (32) 
端点の条件として限界的な労働者を考えると、彼らは単独で活動するか企業と雇用関係を
持つかに関して無差別である。そのため、 A=A(h(よ））と定義し、労働者の効用関数に限
界的な労働者の最適条件 (29)を代入すると以下の解を得る。
~= v(h (ぷ）， H(ぷ），ぷ），
A2 4X2 A2 
=a--=--= - --=---
― 4ぷ A 4X' (33) 
これにより限界的な労働者の魅力度 4が一意に求められる。式 (30)の関係より
f! = 4炉IAとなり、これを式 (32)に代入すると定数aが求められる。また、最大化条
件のための十分条件も満たされることがわかる凡
最後に、企業が雇用関係を持つ方が単独での生産より望ましいことが必要であるが、この
ための条件を導出する。この条件は以下の不等式で表される。
匹=fl<V(H(ぷ），h(ぷ）ぷ） (34) 
企業と労働者の効用関数の対称性を利用すると、式 (33)より以下の表現を得る。
a2 4X2 2 
V(H(X),h(X), ぷ） =A —-=--=---=--a 
4ぷ g_ 4ぷ
(35) 
式 (33)と(35)を比較すると、雇用関係が望ましいという不等式 (34)はg<Aと同値
であり、したがって 4X2=gA<ずと同じである。この条件を端点の条件に代入すると、
式 (34)のための条件は以下のようになる。
4X2 A2 吠 4X2
!i_=-=---=--< - --=-
A 4と 2ぷ 4}{_=K 
(36) 
よって、企業は雇用関係を望ましく思うためには、単独生産の場合の効用ピが十分低く、
13 
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¥を下回ることが必要であることがわかる。
7. 結語
本稿では、労働者などの経済主体が企業などと出会って経済活動を行う前に技能取得をす
る問題を考察した。特に本稿では経済主体が複数種類の技能を取得する場合を分析し、対応
関数を利用した均衡では解の導出が複雑化し一般的な特性を分析しにくい点を指摘した。そ
して、こうした複雑化を回避するため、弱分離型の効用関数という制約と魅力度に基づく雇
用関係の決定という条件を示したが、この効用関数の導入により複数種類の技能は魅力度と
いう単一の指標で表現可能となった。また、この魅力度に基づく対応関数の下でのマッチン
グを考えた場合、効率的な技能取得が達成されることを示した。
最後に、本稿で考察したモデルの拡張を考えてみる。本稿では、弱分離型の効用関数とい
う特殊な条件のもとでは、魅力度という単一の指標に雇用相手の技能に対する選好が集約さ
れることを示した。一般的な効用関数の場合にはこうした指標化はできないものの、望まし
さをより一般的に表す指標、例えば効用水準、をもとに対応関数を構築することが考えられ
る。サーチモデルの分析ではあるが、 Shi(2009)は労働者が仕事を探す場合に企業の提示す
る契約によって労働市場が分割されるモデルを考察した。そこでは、企業が提示する契約内
容そのものでサーチの場所が分割されるのではなく、契約から得られる便益（の現在価値）の
水準によって分かれると仮定している。この仮定は本稿の魅力度によって労働者と企業が相
手を決定するという仮定と関連しており、こうした方向でモデルを拡張していくことも考え
られる。
＊本研究は日本学術振興会の科研費 (19530224)の助成を受けたものである。
注
1)なお、 Peters(2007a, b, c, 2009)ではこうしたアプローチから導出される均衡解の問題点を分析し異な
る形の均衡を提示している。
2)しかしながら、この仮定は何ら制約的ではない。なぜならば、不等号が逆の場合には労働と企業という
名前を入れ替えることで全く同じ分析が当てはまるからである。
3)これらの仮定によりf(x)= m、F(X)=Mであることが分かる。
4)労働者と企業の技能の種類の数が異なっていても本稿の結論は変わらない。
5)論文の結論は単独で生産する際の効用水準が一定でなくとも成立するが、結論の導出を容易にするため
にこの仮定を設けている。
14 
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6)具体的には r(H)= (1j(H),ri(H), …, rn(H))及びR(h)= (R1(h),Ri(h), …, Rn(h))となる。
7)式 (23)中の avI 8A・8A/ 8h; 及び釦/8a-8a/8凡は、それぞれ、式 (3)中の av1ah; 及び
釦18H;を指している。
8)この効用関数はTinbergen(1956) , Ekeland et. al. (2004) , Ekeland (2010)などのように技能に関する
2次形式の形をとっているが、上記論文とは異なり財の価格を通じて効用の譲渡ができないため本稿の
ように異なるアプローチが必要となる。
9)労働者は以下の効用を最大化することになる。
v(h,z(A(h)),x) = z(h1 + h2) 1 芦（虹+(h2)2), 
ここで、 A=lzi+hzを利用すると問題は二段階の最大化問題として考えることができる。まず第一段階
では、 Aを一定として Vを最大化する hを求め、続いて第二段階では Vを最大化する Aを求める。最初
の第一段階の問題では明らかに h1=h2 =A/2が最適であることがわかる。そのとき、目的関数は以下の
ように簡単化される。
Ai 
v=z(A)--
4x 
次に、第二段階での最適性の十分条件を見てみよう。そのために、まず VをAで偏微分して以下の式を得る。
臼=z'(A) —五 =(z~)Y-1;=(古）½(三(Az(A))½).
もちろん上記の偏微係数は最適な点でゼロであり、最適な点を超えると負になり、下回ると正になるこ
とがわかり、最大化のための十分条件を満たしていることがわかる。同様な議論が企業の最適化条件に関
しても成立し、最適化の一階の条件が十分条件であることが確認できる。
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